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当研究プロジェクトの活動実績（１／２）

【第一期】
・期間 ２０１０年１月～２０１０年８月（８回開催）期間 ２０１０年１月 ２０１０年８月（８回開催）
・内容 コンプライアンス確保のため関連法規を一覧化

し、それらの法規に関連する情報システム
（ＩＣＴ）のマップを作成。

【第二期】【第二期】
・期間 ２０１０年９月～２０１１年２月（５回開催）
・内容 研究活動の参考のため 有識者による情報提供・内容 研究活動の参考のため、有識者による情報提供

を受け、研究会メンバーと討議を実施。
その結果を受け、第一期の成果物の見直しをその結果を受け、第 期の成果物の見直しを

行った。
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当研究プロジェクトの活動実績（２／２）

講演テーマ、講演者、及び講演内容は次の通り。
①情報システムに関連するコンプライアンス（松田貴典氏）

サイバーショッピングをモデルとして情報システムに関
連するコンプライアンスの問題点を解説。

②システム監査人に求められるコンプライアンス（山口利昭
氏）氏）
最近の事例に基づいて企業におけるコンプライアンスに
係るリスク管理の問題点を解説。係るリスク管理の問題点を解説。

③コンプラアンスとシステム監査 （芳仲宏氏）
システム監査が情報システムに係るコンプライアンスに
対するリスクを低減する重要な手段となることを解説。
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０．報告要旨

本研究プロジェクトは、システム監査人協会との共同
で開始したものである。

情報通信技術の進歩により、情報システム（ＩＣＴシ
ステム）と密接に関連する法的問題を コンプライアステム）と密接に関連する法的問題を、コンプライア
ンス視点で点検・評価することが、重要な課題となっ
ている。

本研究プロジェクトでは一般企業（製造業）を対象と
した情報システムを対象に コンプライアンスのシスした情報システムを対象に、コンプライアンスのシス
テム監査基準の策定を目標として研究を行っている。

今回は中間報告である。
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１．①当プロジェクトの前提

システム監査人協会
２００９年度西日本合同研究会

「財務報告に係る内部統制の評価
及び監査に関する実施基準」２００９年度西日本合同研究会

基調講演
「コンプライアンスのシステム監査」

及び監査に関する実施基準」
内部統制の枠組み

松田
１．②

金融庁
１．③

当研究プロジェクト
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１．②松田の提唱するコンプライアンスのシステム監査視点

１．全社的視点でのコンプライアンスの視点

２．組織における固有の業務で発生する２．組織における固有の業務で発生する
コンプライアンスの視点

３．企業等の対外的事業活動を対象とした
プコンプライアンスへの対応
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１．③Ｊ－ＳＯＸの内部統制の枠組み

この中で情報システムに関連する部分が
当研究プロジェクトの対象
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１．④当研究プロジェクトの考え方

内内

部

統統

制
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１．⑤当研究プロジェクトの研究方法

内

部

統

制
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２．①「部門・業務別コンプライアンスＭＡＰ」の内容説明

大部門 部署 業務 関連法令 関連情報

今回は参加メンバーの所属を勘案してメーカーを企業モデルとした。

大部門 部署 業務 関連法令 関連情報
システム

以下の３つに
分類した

総務部、人事
部等通常企業

実際の業務を内容が分
かるレベルで記載した

関連する法令を
情報システムと

使用しているま
たは関連のある分類した。

①本社管理部
門（コーポ

部等通常企業
に存在すると
思われる部門
を設定した。

かるレベルで記載した。
（記載例）
総務部：「定款管理」、
「役員会・総会関連」、

情報システムと
の関連に係りな
く網羅的に記載
した。

たは関連のある
システムを網羅
的に記載した。

門（ ポ
レート部門）
②工場・物
流・研究部門
③営業部門

を設定した。 役員会 総会関連」、
「株式・株主管理」等

した。

③営業部門
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２．②「部門・業務別コンプライアンスＭＡＰ」の抜粋

大部門：本社管理部門（コーポレート部門） 詳細は補足資料
部署 業務 関連法令 関連ICTシステム

総務部 定款管理 会社法 文書管理

役員会・総会関連 会社法 商業登記法
文書管理　スケジュール管理

役員会・総会関連 会社法 商業登記法
総会管理システム（証券代行側）

株式・株主管理
会社法 金融商品取引法
会社情報適時開示ガイドブック（東証）

電子株式管理
株主優待管理システム

広報、IR 景品表示法　著作権法
電子媒体
ＨＰ

会計システム
建物・物品・固定資産管理 法人税法　固定資産税法

会計システム
固定資産管理、リース資産管理
ＩＴ資産管理

建築基準法　消防法　不動産登記法
契約管理 民法　商法　電子署名・認証法 ＥＤＩ
社内稟議 会社法 刑法 稟議システム社内稟議 会社法　刑法 稟議システム

渉外
民法　商法　著作権法　暴力団対策法
国家公務員倫理法

電子メール

人事部 人事制度・人事企画 公益通報者保護法 人事情報管理システム
人事評価・考課･昇給 個人情報保護法 人事システム

採用
労働基準法　障害者雇用促進法
男女雇用機会均等法 個人情報保護法

採用管理システム　ＨＰ
男女雇用機会均等法　個人情報保護法

労務管理・給与 労働基準法　雇用保険法　厚生年金法 就業管理システム
職安法　労働者派遣法
じん肺法
ストーカー行為等の規制等に関する法律
育児・介護休業法
介護保険法 健康保険法介護保険法　　　　　　健康保険法

安全衛生（労働環境の整備） 労働安全衛生法
感染症の予防及び感染症患者に対する医療に関する
法律
建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル
衛生管理法）

組合 労働組合法 労働調整法
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３．今後の研究（サブセットとしての基準）

システム管理基準及び監査基準に記載されているコンプライアンス
項目は個別具体的な項目ではない。

個別の監査現場で実際に使用できるものとはなっていない。

（詳細は「補足資料② システム監査基準及び管理基準のコンプライ（詳細は「補足資料② システム監査基準及び管理基準のコンプライ
アンスに関する松田の主張」を参照

今回の研究プロジェクトでは、監査目的をコンプライア
ンス・監査対象を企業の部門と業務で絞り込むことにより
できるだけ監査現場で使用できる基準をシステム監査基準できるだけ監査現場で使用できる基準をシステム監査基準
及び管理基準のサブセットとして設定する。
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３．今後の研究

経済産業省
企業の経営方針
今回の監査への要求

システム管理基準
経営者の言明

プリンシプル
（原則主義）

システム監査基準 監査目的
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
対象部門、業務

（原則主義）

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽのシステム
監査研究プロジ クト 実際のシステム監査規準

サ
ブ

セ

監査研究プロジェクト

システム管理規準

実際のシステム監査規準

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽのシス
テム管理基準

セ
ッ

ト

システム監査規準

テム管理基準

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽのシス
テム監査基準
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補足資料① 部門・業務別コンプライアンスＭＡＰ －１－

大部門：本社管理部門（コーポレート部門）
部署 業務 関連法令 関連ICTシステム

総務部 定款管理 会社法 文書管理

役員会・総会関連 会社法 商業登記法
文書管理　スケジュール管理

役員会・総会関連 会社法 商業登記法
総会管理システム（証券代行側）

株式・株主管理
会社法 金融商品取引法
会社情報適時開示ガイドブック（東証）

電子株式管理
株主優待管理システム

広報、IR 景品表示法　著作権法
電子媒体
ＨＰ

会計システム
建物・物品・固定資産管理 法人税法　固定資産税法

会計システム
固定資産管理、リース資産管理
ＩＴ資産管理

建築基準法　消防法　不動産登記法
契約管理 民法　商法　電子署名・認証法 ＥＤＩ
社内稟議 会社法 刑法 稟議システム社内稟議 会社法　刑法 稟議システム

渉外
民法　商法　著作権法　暴力団対策法
国家公務員倫理法

電子メール

人事部 人事制度・人事企画 公益通報者保護法 人事情報管理システム
人事評価・考課･昇給 個人情報保護法 人事システム

採用
労働基準法　障害者雇用促進法
男女雇用機会均等法 個人情報保護法

採用管理システム　ＨＰ
男女雇用機会均等法　個人情報保護法

労務管理・給与 労働基準法　雇用保険法　厚生年金法 就業管理システム
職安法　労働者派遣法
じん肺法
ストーカー行為等の規制等に関する法律
育児・介護休業法
介護保険法 健康保険法介護保険法　　　　　　健康保険法

安全衛生（労働環境の整備） 労働安全衛生法
感染症の予防及び感染症患者に対する医療に関する
法律
建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル
衛生管理法）

組合 労働組合法 労働調整法
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補足資料① 部門・業務別コンプライアンスＭＡＰ －２－

大部門：本社管理部門（コーポレート部門）
部署 業務 関連法令 関連ICTシステム

人事部 給与処理 地方税法
社員教育　　　　　能力開発 著作権法 ｅ－ラーニング　教育管理システム

経理部 予算管理 会社法　金融商品取引法 会計システム
伝票処理 手形法・小切手法　電子記録債権法 経理システム

会計監査・税務監査対応
会計基準　電子帳簿保存法
金融商品取引法

会計システム

環境会計 環境関連法 文書管理システム
決算処理 会社法 金融商品取引法 法人税法 会計システム決算処理 会社法　金融商品取引法　法人税法 会計システム

財務部 資金運用・資本調達 金融商品取引法　外為法　金融商品販売法 資金管理システム
決済・資金繰り 手形法・小切手法　電子記録債権法 資金管理システム

情報システム部 情報化企画（情報化戦略）
情報処理の促進に関する法律
不正競争防止法

要求・要件定義・プロジェクト管理 民法　著作権法　不正競争防止法 提案書管理
システム開発 民法 著作権法 プロジェクト管理システムシステム開発 民法　著作権法 プロジェクト管理システム

インフラ構築 不正アクセス禁止法
認証システム
ログ管理システム

情報システム保守・運用 情報システム安全対策基準 システム運用管理システム
ソフトウェア資産管理 著作権法 ソフトウェア管理システム

メール管理（情報セキュリティー） 個人情報保護法　刑法
メールシステム
ウィルス対策ソフトウィルス対策ソフト

データ保存・ＢＣＰ ｅ－文書法　電子帳簿保存法 文書管理システム

経営企画部 経営戦略　経営目的　経営計画 個人情報保護法
販売管理、生産管理、物流システム等の個別システ
ム

組織管理 会社法
関係会社管理 会社法　金融商品取引法 連結会計システム
海外会社管理 外為法 出資法海外会社管理 外為法、出資法
顧客対応・渉外窓口 個人情報保護法 顧客情報管理システム

知財部 特許管理 特許法
ナレッジマネジメントシステム
特許管理システム

実用新案管理 実用新案法 知財管理システム
意匠管理 意匠法 知財管理システム
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意匠管理 意匠法 知財管理システム
著作権管理 著作権法 知財管理システム
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補足資料① 部門・業務別コンプライアンスＭＡＰ －３－

大部門：本社管理部門（コーポレート部門）

部署 業務 関連法令 関連ICTシステム
知財部 商標管理 商標法、不正競争防止法 知財管理システム

営業秘密 不正競争防止法 知財管理システム営業秘密 不正競争防止法 知財管理システム
CSR・監査部 品質管理 ISO9001等 生産管理システム（一部機能）

プロセス管理 生産管理、工程管理システム、制御システム

業務管理 個別業務の管理システム
環境対応 省エネ法

化学物質審査規制法　　　騒音規制法
土壌汚染対策法
大気汚染防止法　　水質汚濁防止法
廃棄物処理法　　　悪臭防止法
リサイクル法
環境基本法 ISO14001環境基本法　ISO14001
環境配慮促進法
循環型社会形成推進基本法
温対法

内部統制 会社法　金融商品取引法 会計システム
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補足資料① 部門・業務別コンプライアンスＭＡＰ －４－

大部門：工場・物流・研究部門
部署 業務 関連法令 関連ICTシステム

研究開発部 研究開発管理 著作権法、特許法、不正競争防止法
企画
設計・デザイン 意匠法 ＣＡＤ／ＣＡＭ設計・デザイン 意匠法 ＣＡＤ／ＣＡＭ

試作・テスト 下請法
シミュレーション・解析

製造部 生産計画・統制 不正競争防止法 生産管理システム

製造 製造物責任法、下請法 生産管理システム

計量法 ＪＩＳ法 ＪＡＳ法 食品衛生法 健康増進法 薬
品質表示

計量法　ＪＩＳ法、ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法、薬
事法

生産管理システム

原材料管理
計量法　ＪＩＳ法、ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法、薬
事法

在庫管理システム

消耗品管理 消耗品管理システム
原価管理 金融商品取引法 原価管理システム

廃棄物管理 廃棄物処理法、環境関連法規

品質保証部 計測、検査
計量法　ＪＩＳ法、ＪＡＳ法、食品衛生法、健康増進法、薬
事法

品質管理システム

不具合対策 製造物責任法
施設部 設備資産管理 設備資産管理システム施設部 設備資産管理 設備資産管理システム

点検・修繕 設備資産管理システム
衛生・清掃 環境衛生関連法 設備資産管理システム
保安警備 労働安全衛生法 設備資産管理システム
防災 消防法 設備資産管理システム

業務（物流）部 在庫管理 食品衛生法、健康増進法、（下請法） 在庫管理システム
入荷確認 （下請法） 入荷（検品）システム入荷確認 （下請法） 入荷（検品）システム

配送、出荷
道路交通法
自動車ＮＯｘ・ＰＭ法、排ガス抑制法

配送システム

輸出 輸出入取引法、関税法、外為法
購買部 発注手配・購買企画 発注システム

契約業務・発注 民法、商法
未払金管理
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未払金管理
輸入 輸出入取引法、関税法、外為法
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補足資料① 部門・業務別コンプライアンスＭＡＰ －５－

大部門：営業部門

部 務 連 令 連部署 業務 関連法令 関連ICTシステム

営業部 直接営業・販売活動
消費者契約法、特定商取引法
個人情報保護法
刑法（詐欺、横領、背任）

営業支援システム

パートナー営業 独占禁止法、下請法 営業支援システム
グローバル営業 外為法 関税法 通則法 現地法規制 営業支援システムグロ バル営業 外為法、関税法、通則法、現地法規制 営業支援システム

通信販売・コールセンター

個人情報保護法、不正競争防止法、刑法、不正アクセ
ス禁止法、著作権法、特定商取引法、割賦販売法、消
費者契約法、民法特例法、特定メール適正化法、景品
表示法，食品衛生法　ＪＡＳ法　薬事法、古物営業法、

ネット販売システム
顧客管理システム
HＰ

営業管理部 営業計画・需要予測・販売計画 不正競争防止法、独占禁止法 営業管理システム
実績管理・販売予算管理 会社法　金融商品取引法 営業支援システム
債権管理 民法、金融商品取引法 債権管理システム
契約管理 民法、会社法、金融商品取引法 契約管理システム

営業企画部 商品企画 知財関連法規、不正競争防止法 特許管理システム
市場調査、マーケティング 個人情報保護法
販売促進、広告宣伝 景品表示法

ＣＳ部 顧客サービス 個人情報保護法 顧客管理システム

アフターサービス
個人情報保護法、民法（瑕疵担保）、製造物責任法
特定消費生活用品安全法

製品ユーザー管理システム
特定消費生活用品安全法
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補足資料② システム監査基準及び管理基準のコンプライアンス

システム監査基準及び管理基準
コンプライアンス規程

システム監査基準及ぶシステム管理基準では，組織
体が情報システムにまつわるリスクに対するコントロー体が情報システムにまつわるリスクに対するコントロ
ルを適切に整備・運用する目的の一つに，「情報シス
テムが，関連法令，契約又は内部規程等に準拠する
ようにするため と規程しているようにするため」と規程している。

コンプライアンスに関して，システム管理基準では「
情報戦略 全体最適化 の「全体最適化計画 で 「全情報戦略・全体最適化」の「全体最適化計画」で，「全
体最適化はコンプライアンスを考慮すること」と記載し
ている。また，システム管理基準の「情報戦略・コンプている。また，システム管理基準の 情報戦略 コンプ
ライアンス」で５項目の管理基準を規程している。

出典：平成21年11月21日付 「コンプライアンスのシステム監査」（松田）
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補足資料② システム監査基準及び管理基準のコンプライアンス

システム監査基準・管理基準でのコンプライアンス規程

１．情報戦略・組織体制の「コンプライアンス」
①法令及び規範の管理体制を確立するとともに 管理責任者を定めること①法令及び規範の管理体制を確立するとともに，管理責任者を定めること。
②遵守すべき法令及び規範を識別し，関係者に教育及び周知徹底すること。
③情報倫理規定を定め，関係者に教育及び周知徹底すること。

④個人情報の取扱い，知的財産権の保護，外部へのデータ提供等に関する方針を定④個人情報の取扱い，知的財産権の保護，外部へのデ タ提供等に関する方針を定
めること。

⑤法令，規範及び情報倫理規定の遵守状況を評価し，改善のために必要な方策を講
じること。

２ 共通業務の「委託・受託」での「契約」２．共通業務の「委託・受託」での「契約」
①契約は，委託契約ルール又は受託契約ルールに基づいて締結すること。
②コンプライアンスに関する条項を明確すること。
③知的財産権の帰属を明確化すること。③知的財産権の帰属を明確化すること。
④特約条項及び免責条項を明らかにすること。
⑤契約締結後の業務内容に追加及び変更が生じた場合、契約内容を再検討すること

以上が，システム監査基準及びシステム管理基準に示されたコンプライアンス関連
事項である システム監査を実施するにあたっては これらの規程事項から 企業等が事項である。システム監査を実施するにあたっては，これらの規程事項から，企業等が
それぞれの情報システムに対応して，コンプライアンスを対象としたシステム監査視点
を明らかにする必要がある。

出典 平成21年11月21日付 「 ンプライアンスのシステム監査 （松田）
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